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が挙げられている。近年の例としては NTT ドコモが提供している i モー
ド、Apple 社の提供する iTunes、Google 社の提供する Android や一連の
サービス、VISA といった金融決済、ショッピングモールなどもその例と
言える。これらのプラットフォームには、多くの組織が補完業者として参








思決定、第 3 が外部の補完業者との関係、第 4 が内部組織の設計である






























持することが重要であると述べられている（Gawer and Cusmano, 2008）。
これらは補完業者の参加を促し、多くの補完業者が参加することでネット
ワーク外部性を高めるのである。さらに、この観点は Two-sided Market











































































































































































食堂楽 エバービジョン→USEN →阪神酒販 現存
あぐりぷらっと カスケード（母体変更） 現存








 注　：2016 年 7 月時点、筆者調べ。
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　このような B-to-B マーケットプレイスの勃興は、食材部門でも見られ
た。1998 年から 2000 年の間、食材を取り扱う B-to-B マーケットプレイ
スは、一説によると 300 以上であったという。しかしながら、2000 年 12
月からの IT バブル崩壊以降の 2 年で、一気に 10 程度にまで淘汰された
と言われている7。
　現在では、エバービジョンから阪神酒販へと運営母体が映った食堂楽、
M マート社が運営している M マートなどわずかである。食堂楽の販売品





といった小売業─ は月額 5000 円を支払うだけで参加可能である。しか
しながら、売り手企業─この場合は農家や食材輸入業者等─は初期費



































島市の「アカマツ」がそれぞれ 1 年間で 40 社ずつの会員獲得を目指して
いた11。そのために地元で講演会や説明会を開催するなどの会員募集活動











2001 年 1 月 大日本水産会 岩手
2001 年 2 月 大日本水産会 釧路市
2001 年 3 月 JA 茨城県中央 茨城県
2001 年 5 月 山形県農業経営者連絡協議会 天童市
2001 年 7 月 日本フードサービス協会 東京都
2001 年 11 月 大阪商工会議所 大阪
2002 年 2 月 札幌商工会議所 札幌
2002 年 2 月 N.A. 那覇市
2002 年 3 月 広島商工会議所 広島市
2002 年 4 月 北九州商工会議所 北九州市
2003 年 1 月 日本フードサービス協会東海ブロック 名古屋
2003 年 10 月 旭川商工会議所 旭川市












ムを 2000 年 11 月から開始し現在でも継続させている。この決済代行シス
テムによって相手企業の規模が小さく、信用が少なかったとしても、安心
して取引することが可能になる。この決済代行サービスは、2008 年 7 月
にも改善されている。







　しかしながら、2000 年 11 月には食材の急な不足・余りに対応した食材
情報の交換を目的とした「緊急売買プラザ」、2001 年 6 月にはアウトレッ
ト食材を取り扱う「アウトレットマート」14、同年同月に匿名取引が可能な
「フリーマーケット」を開設した。2001 年 9 月にはビジネスモデル特許を
取得した「年間カレンダー調達システム」15 を導入した。これは、食材の
出荷時期の全国の旬を追った産地リレーによって年間調達が可能になる仕
組みであった。同様に 2002 年 2 月には辻調理師専門学校と提携し、レシ
ピを通じた食材の販売・調達を行える「レシピマート」を開設した。この
レシピマートではレシピ自体の販売や開発も行っている。さらに「入札逆
オークション」（2002 年 8 月）や「自動取引マッチングシステム」（2002 年









大についてである。インフォマートは 1999 年 10 月には株式会社吉井と提
携し、同社が運営する酒類の B-to-B マーケットプレイスである「悟空酒
華ワールド」と連携した。当時、悟空酒華ワールドは量販店に対抗して、
酒造メーカー 100 社、小売店 400 店を抱え、小売店の専門化を狙ってい
た。また、2000 年 10 月には産業廃棄物の排出企業と再生・処理企業を電
子上で仲介するリサイクルワン（現在、株式会社レノバ）と提携した。魚
介類については、2003 年 5 月に海外に本拠地を持つ B-to-B マーケットプ












させるという仕組みであった。2001 年 7 月には日本セルフサービス協会17
と「JSSA インフォマート」という JF インフォマートと同様の仕組み開



























始したのは、十八銀行を中核として 2006 年 1 月に開始した長崎県であっ
た。その後、この食材甲子園への参加自治体数は 2007 年 12 月末時点で
30 自治体を超えた。企業単位で見ると 2007 年 6 月末時点で、売り手企業
























事例は、5 点に整理される。第 1 にインフォマートの B-to-B マーケット
プレイスは、プラットフォームと言い得ることである。インフォマートは
買い手・売り手に異なる会費を設定しているが、このような、市場によっ
て取扱いの比重を変えるというアプローチは、Richot と Tirole が述べる
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